
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：25－022） 

 

１ 11 月 10 日、ソロモン諸島王立警察（RSIPF）と豪州連邦警察（AFP）の警

察協力プログラム（RAPPP: RSIPF - AFP Policing Partnership Program）（※

2021 年 7 月開始）のもと、ソロモン諸島西部州のノロに新たな警察署が設立さ

れた。 

原文 

（10th November 2025, SIBC） 

 

２ パラオにおいて、日本政府の資金援助により、国際移住機関（IOM）とル

クセンブルク拠点の INCERT社がパラオ政府と連携のうえ、国際基準に適合する

安全な電子パスポートシステムの開発を目指す電子パスポートプロジェクト

（総額約 450万ドル）が開始された。 

原文 

（14th November 2025, Island Times） 

 

３ フランスの Roger-Lacan 太平洋大使は、ソロモン諸島の麻薬密輸、違法漁

業、機雷除去対策を支援しており、既に同国の警察官 2 名がニューカレドニア

での軍事指揮官訓練を修了したと述べた。さらに、フランス艦船にソロモン諸

島当局者を乗船させたパトロールの実施を提案しているという。 

原文 

（18th November 2025, PACNEWS） 

 

４ 12 月 1 日から 5 日まで、フィリピンのマニラにおいて WCPFC（中西部太平

洋まぐろ類委員会）第 22回年次会合が開催される。南太平洋ビンナガマグロ漁

業について、今回の会合で新たな管理方式が採択される見込みであるという。 

原文 

（19th November 2025, Radio NZ） 

参考：第 22回年次会合（WCPFC） 

 

５ 豪州国境警備隊（ABF）は漁船を転用し、違法漁業者や密航者の送還手段

として提供しているという。本政策が違法漁業や密航を助長しているのではな

いか、どれほどの費用を要しているのか、再び引き返して豪州沿岸に侵入して

くるのではないかなど政府に説明が求められている。 

原文 

https://www.sibconline.com.sb/prime-minister-opens-new-noro-police-station/
https://islandtimes.org/iom-incert-agreement-kicks-off-palaus-digital-passport-transition/
https://pina.com.fj/2025/11/18/france-to-support-solomon-islands-in-ocean-security/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/579334/non-profit-calls-for-stronger-action-on-illegal-fishing-and-high-seas-transhipment
https://meetings.wcpfc.int/meetings/wcpfc22
https://www.abc.net.au/news/2025-11-19/pm-says-no-apologies-over-border-force-boat-returnee-scheme/106023066


（19th November 2025, ABC） 

 

６ 11 月上旬から中旬にかけ、ニュージーランドは、国連安保理決議により禁

止されている北朝鮮籍船舶の「瀬取り」を含む違法な海上活動に対して、海軍

補給艦「アオテアロア」を派遣し、日本周辺海域において、2024 年以降 2 度目

となる艦艇による警戒監視活動を実施した。 

原文 

（18th November 2025, 外務省） 

 

７ EUのプリンケルト太平洋大使は、The Marshall Islands Journal への寄稿

文において、EU は 2021 年のインド太平洋協力戦略の策定から 4 年を経て、同

戦略がインド太平洋における EUの存在感をより強固なものとし、さらに強化し

ていく基盤になっていると述べた。また、11 月 20 日、21 日にブリュッセルで

開催される第 4 回 EU・インド太平洋閣僚会合において、安定、繁栄、持続可能

性を支援するための協力に焦点を当てると述べた。 

原文 

（21st November 2025, The Marshall Islands Journal） 

 

８ 米国のランドー国務副長官は、パラオ国民に向けたビデオメッセージで、

米国が追放した第三国の国民をパラオに移送するという米国政府の提案につい

て受け入れを呼びかけた。パラオ国内ではウィップス大統領が説得を試みてい

るが、議会と酋長会議は計画の曖昧さを理由に反対しており、世論も懸念を示

している。 

原文 

（20th November 2025, Pacific Island Times） 

 

９ 豪州が太平洋島嶼国と共同開催を目指していた国連気候変動枠組条約第 31

回締約国会議（COP31）は、豪州の譲歩により、トルコが主催することとなっ

た。豪州のボーウェン気候変動相は、COP 交渉議長として重要な役割を担うと

報じられている。 

原文 

（21st November 2025, Radio NZ） 

 

１０ ミクロネシア連邦（FSM）大統領府によると、ローリン・S・ロバート外

務大臣は、11 月 15 日逝去した。ロバート氏は 1984 年に外務省入省後、ほぼ全

ての要職を歴任し、FSM の外交政策の策定や国際社会との連携強化における中

心的役割を担った。 

原文 

（19th November 2025, The Kaselehlie Press）  

https://www.mofa.go.jp/press/release/pressite_000001_01834.html
https://www.pacificislandtimes.com/post/federal-official-makes-an-official-appeal-to-palau-to-accept-us-deportees
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/579616/turkey-will-host-cop31-australia-will-play-a-role-so-where-does-that-leave-the-pacific


 

 

 



 

 

 


